
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(千円）
人権・同和対策費 職員（5人） 41,572

同和対策総合推進事業 2,399

人権尊重のまちづくり
推進事業

1,846

地域総合センター運営
費

職員（3人） 28,620

地域総合センター運営
費

6,930

同和対策集会所事業費 4,527

児童センター事業費 4,756

人権・同和教育費 職員（4人） 34,120

人権教育推進事業費 2,966

守山市まちづくり人権
教育推進事業費

1,457

448

405

4,671

2,712

326

192

137,947

就労安定推進事業

  (地域総合センター運営費には、複合施設である児童センター事業費も、含めました。）

45,817

44,833

38,543

人権擁護活動推進事業

職員研修のうち人権研修

　　　　　　合　　　　　　計

学校人権教育推進事業費

修学奨励資金給付事業

企業内人権教育推進事業費

 

国
の
「
同
和
」
対
策
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別
措
置
法
が
２
０
０
２
年
に
失
効
し
、
す
で
に
７
年
が
経
過
し
ま
し
た
。
３３

年
間
に
わ
た
り
、
行
わ
れ
て
き
た
生
活
環
境
の
改
善
や
産
業
の
振
興
な
ど
の
特
別
施
策
は
、
す
で
に

国
は
行
っ
て
ま
せ
ん
。
と
こ
ろ
が
守
山
市
は
、
い
ま
な
お
特
別
施
策
を
続
け
て
い
ま
す
。
「
同
和
」
の
冠

を
な
く
し
、
必
要
な
施
策
に
つ
い
て
は
一
般
施
策
と
し
て
、
市
政
運
営
を
行
っ
て
い
る
自
治
体
が
あ
る

一
方
で
、
守
山
市
は
、
い
つ
ま
で
特
別
施
策
を
続
け
る
の
か
、
守
山
市
の
姿
勢
が
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

小
牧
議
員
が
、
９
日
の
個
人
一
般
質
問
（
１４
番
目
）
で
市
の
考
え
を
問
い
ま
す
。 
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■民主党政権のもとでの現状認識、政

治とカネをめぐる問題、求められる社

会保障のあり方を問う 
 

■市民病院の「改革プラン」にかかわ

り、新政権の医療施策 
①後期高齢者医療制度についての市長

の見解 

②新政権の医療施策についての市長の

見解 

 

■守山市の予算の全体概要について 

①民主党政権下での予算への影響は 

②「子ども手当」について 

③日米ＦＴＡ締結について 

④県構造改革の財政や施策への影響 

⑤求められる経済対策は市民の暮らし

と福祉を守る施策 

 

■国民健康保険制度について 
①今日の深刻な財政状況を引き起こし

ている原因 

②なぜ、２年連続の引き上げか、 

③高すぎる国保税を引き下げるために、

一般会計からの繰り入れを行うべき

ではないか、 

④引き下げのための検討を具体化する

べき 

 

■守山市民病院の今後のあり方と市

民の健康づくり 
①医療型病床を増やし、稼働率７０％を

超える具体的な見通し 

②介護型から医療型へ転換した場合の、

採算見通し 

③4月からの医師確保の見込み 

④地域福祉・医療の総合的な施策展開に

ついて 

 

■中小企業振興策について 
①地元中小企業の実態の認識 

②改修や修繕などの小規模公共工事を

意識的に地元中小業者に発注せよ。 

③地域経済を活性化させる住宅リフォ

ーム助成制度、中小企業振興条例な

ど、市独自の積極的な振興策を求める

 

 開会中の守山市議会は、８・９日、各会派の代表質問と一般質問が行われます。日

本共産党の小牧一美議員の代表・一般質問の骨子は次の通りです。ぜひ傍聴にお越し

下さい。午前９時３０分開会。小牧議員の代表質問は８日午後の予定。 
 

 

 守山市の平成２２年度一般会計予算書には、「人

権・同和」対策事業として、人件費も含め１億４千

万円弱の予算が計上されています。（上の表）特定

の団体が発行している機関誌紙購読料（３４万円）

や団体運営補助金（５０万円）に市の税金が使われ

ていたり、固定資産税の減免も行われています。 
 今もなお、特定の地域を特別扱いして、特定の施

策を行うことが、「部落差別をなくす」ことになる

のでしょうか。国と同様に、同和施策をやめて、必

要な施策は一般施策として、市政運営を行うこと

が、真の「同和」問題の解決につながるのではない

でしょうか。 

■守山市の同和施策について 

■平和市長会議への加盟と今年５月に開催されるニーヨークでの核

不拡散条約ＮＰＴ再検討会議について 
○ＮＰＴ会議に市内から代表を派遣したらどうか 

○平和市長会議への加盟を検討すべき 

■障害者福祉施策、特に聴覚障害者施策の充実について 
○不在となっている専任手話通訳者を直ちに配置するべき。 

○専任手話通訳者を、正規職員で、しかも複数配置すべき 

○手話通訳者の育成をすすめるべき 

○アイドラゴンⅢの使用についても認めるべき 
 


